
   （提案１４） 

 

 

（案） 

 

提  言 

 

教育における多文化共生 
 

 

 

 

 

 

平成２６年（２０１４年）○月○日 

日 本 学 術 会 議 

地域研究委員会 

多文化共生分科会 
 

資料５－別添１３



i 

 

この提言は、日本学術会議地域研究委員会多文化共生分科会の審議結果を取りまとめ公

表するものである。 

 

日本学術会議地域研究委員会多文化共生分科会 

 

委員長 

副委員長 

幹事 

 

幹事 

山本 眞鳥 

関根 政美 

山形 辰史 

 

吉村 真子 

大津留智恵子 

岸上 伸啓 

 

窪田 幸子 

栗本 英世 

小長谷有紀 

佐野 賢治 

竹沢 泰子 

竹下 秀子 

内藤 正典 

 

宮崎 恒二 

山本 健兒 

宮島  喬 

(第一部会員) 

(連携会員) 

(連携会員) 

 

(連携会員) 

(連携会員) 

(連携会員) 

 

(連携会員) 

(連携会員) 

(連携会員) 

(連携会員) 

(連携会員) 

(連携会員) 

(連携会員) 

 

(連携会員) 

(連携会員) 

(特任連携会員) 

法政大学経済学部教授 

慶應義塾大学法学部教授 

独立行政法人日本貿易振興機構アジア経済研究所

国際交流・研修室長 

法政大学社会学部教授 

関西大学法学部教授 

人間文化研究機構国立民族学博物館研究戦略セン

ター教授 

神戸大学大学院国際文化研究科教授 

大阪大学大学院人間科学研究科教授 

人間文化研究機構理事 

神奈川大学大学院歴史民俗資料学研究科教授 

京都大学人文科学研究所教授 

滋賀県立大学人間文化学部教授 

同志社大学大学院グローバルスタディーズ研究科

長・教授 

東京外国語大学理事 

九州大学大学院経済学研究院教授 

お茶の水女子大学名誉教授 

 

 

本提言および参考資料の作成にあたり、以下の方々にご協力いただきました。 

 

 

本田 俊和 

榎井  縁 

 放送大学客員教授 

大阪大学未来戦略機構特任准教授 

 

本件の作成に当たっては、以下の職員が事務を担当した。 

事務局  中澤 貴生 参事官（審議第一担当） 

 渡邉 浩充 参事官（審議第一担当）付参事官補佐 

 嶋津 和彦 参事官（審議第一担当）付専門職＜平成26年３月まで＞ 

 原田栄理奈 参事官（審議第一担当）付専門職付＜平成26年４月から＞ 

 



ii 

要       旨 

 

１ 作成の背景 

 もともと日本には、歴史の過程で多様な文化的背景を持つ人びとが居住していた。19世

紀からの近代国家建設の過程では、近隣の人びとを日本国民に編入し、また植民地化して、

多くの苦難を与える結果ともなっている。 

さらに近年のグローバル化により、外国籍の住民は増加し、現在では200万人を超える。

日本国内に誕生する夫婦の20組に１組が国際結婚である。いわゆる「外国人花嫁」は、家

族内のコミュニケーションの問題を抱えつつ増加した。平成元(1989)年の出入国管理およ

び難民認定法の改正により、日系人の来日、出稼ぎが容易となり、日本に定住するにいた

った者も多い。医療・福祉関係の外国人労働者の導入はすでに開始された。また、文部科

学省の「留学生30万人計画」による外国人留学生の受け入れは、日本国内での就職まで視

野に入れており、定住の可能性もある。彼らの家族呼び寄せなどにも対応する必要がある。 

一方で政府はグローバル人材の育成にも力を入れ、グローバル人材育成推進事業の導入

や地域共生コミュニケーターの養成などの施策が行われるようになった。さらには平成

23(2011)年度から小学校にも英語教育（英語活動）が導入されている。グローバル人材の

育成においても多文化共生に向けた教育が一層必要とされている。視野を転じると、海外

日本人の数ももはや少なくない。その数は120万人に達しようとし、したがって海外で生

まれ育つ日本国籍者の数も増加すると思われる。 

こうした時代の要請を受けて、多文化共生政策を積極的に推進していくことが求められ

ている。 

 

２ 現状および問題点 

多文化共生は、すでに地方自治のさまざまな局面で展開されている政策（日本語支援な

ど）に目標化されているが、現在進行中の多文化状況を勘案すれば、今後さらなる政策の

展開が必要である。本分科会はこれまでの多文化共生政策の不十分な点をどう認識し、補

っていくかを考えるために設置された。多文化共生政策は就労・医療・福利厚生、コミュ

ニティ形成、防災など多方面にわたるが、本分科会で主に取り組んだのは教育分野であり、

それに基づいた報告をここに提出する。 

本分科会では、マイノリティの子どもたちのうち、外国人または外国出身でそれゆえ異

なる文化背景と社会的条件の下にある者たちの経験、その困難・苦境を把握することに努

めた。その観点から、あるべき共生のかたちと教育のあり方について政策の提言を行う。 

いまひとつ、本報告が心がけたことは、マジョリティ（日本人）の観点による共生の考

え方の見直しである。これまでは、しばしばマイノリティの人びとをどのように主流社会

に溶け込ませていくかということが課題であった。しかしそれでは、マイノリティを「客

人」のままにとどめてしまい、「日本人化」しない人びとは、これを異質視し、遠ざけるば

かりとなる。マイノリティの人びとも仲間として迎え、共に歩むためには、マジョリティ

の人びとこそが現在のマイノリティの抱える問題を理解し、また理解することで自ら変わ
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り、共に解決していく姿勢に立たねばならない。そのためにはマジョリティにも多文化共

生教育が必要である。 

以上を２本の柱としてこの提言は書かれている。 

 

３ 提言の内容 

 多文化共生を国民的課題として考えることの必要性を強く訴えたい。多文化共生を正面

から包括的に取り上げる政府の部局を作るか、関係部局を横断的につなぐしくみを設け、

その時々の場当たり的な多文化共生政策ではなく、包括的な多文化共生政策を作るべきで

ある。さらに以下の具体的な政策を提言する。 

 

 (1) すべての子どもがもれなく就園・就学するためのしくみ作りのための調査 

多文化的背景を持つ子どもの中には、外国籍の子どもだけでなく、国際結婚などによ

る親の一方が他国籍であるなど複数のルーツを持つ子どもや、海外長期滞在経験の子ど

もも含まれる。これらすべての子が就園・就学できるしくみを作るために、まずは全国

的な調査を実施することが必要である。 

 

(2) 多文化的背景を持つ子どもへの教育に配慮すること 

日本語教育および母語（継承言語）教育をはじめ、交錯する複数文化の環境を生きる

子どもの人格、アイデンティティ、諸能力の発達のために必要な保育・教育が受けられ

るようなしくみ作りを進める。 

 

(3) 外国人学校への物的・人的支援を進めること 

日本語教育および母語（継承語）教育への支援、地域の就学前施設および諸学校との

連携の支援を行う。 

 

(4) 外国籍の生徒の高校・大学の入学試験への対応を進めること 

特別枠や特別配慮を拡充する。 

 

(5) 全児童生徒を対象とした多文化共生教育を行うこと 

多文化共生の現状と理念を推進するプログラムをすべての教育現場で実施できるよ

うにし、国民すべてが、多文化共生を理解できるようにすること。小学校の生活科、中

学校の社会科、高校の地歴科・公民科といった枠組みでの、教科書・副読本による教育

課程も重要であるが、教科枠にとらわれない取り上げ方、教え方も推進すべきである。

そのために、教員養成課程で多文化共生を取り上げる必要がある。 

 

(6) 多文化共生政策へ担い手としてのマイノリティの人びとの参加を推進すること 

マイノリティの人びとを多文化共生政策の担い手の一翼と捉えることにより、教員や

公務員として登用し、マイノリティの本当に欲している多文化共生政策の実現を図る。
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１ はじめに 

 

長らく日本は「単一民族の国」であるという主張がなされてきたが、最近ではもはやそ

のような主張は退けられつつある。もともと日本には、地域差を含め多様な文化的背景を

持つ人びとが居住していた。 

19世紀の近代国家の形成過程においては、アイヌ民族などが居住していた北海道を、彼

らを日本国民に編入しつつ、「開拓」した。その過程でアイヌ民族から多くを剥奪し、彼ら

に苦難を強いる結果となった。日本と中国の双方にしたがっていた沖縄も日本に取り込ま

れることとなる。20世紀には、朝鮮などを植民地とした後、多くの人びとが彼の地から日

本に移住し、太平洋戦争の時期にはほとんど強制的なやり方で多数の人びとを労働力とし

て来日させた。そのうち敗戦後も日本に居住し続けた人びとについては、サンフランシス

コ平和条約締結後の法的措置により昭和27（1952)年に国籍の切り換えを行い、外国人の

地位におくことになった。この人びとおよびその子孫には、紆余曲折の末平成３(1991)年

に特別永住者の在留資格が認められ、ようやく事態の改善が行われた。またアイヌ民族に

関しては、平成９(1997)年に北海道旧土人保護法（明治32(1899)年）を廃し、アイヌ文化

振興法を成立させた。「先住民族の権利に関する国際連合宣言」が発せられた翌年、この宣

言を批准し、「アイヌ民族を先住民族とすることを求める決議」（平成20(2008)年）が衆参

両院で可決され、内閣官房等でアイヌ民族を先住民族とする政策が進められつつある。 

近年のグローバル化により、外国籍の住民は増加し、現在では200万人を超える。日本

国内に誕生する夫婦の20組に１組が国際結婚である。農村地帯で始まったいわゆる「外国

人花嫁」は都市部でもみられるようになり、家族内のコミュニケーションの問題を抱えつ

つ、増加した。平成元(1989)年の出入国管理及び難民認定法の改正により、日系人の来日、

出稼ぎが容易となり、現在減少傾向にあるとはいえ、日本に定住するにいたった者も多い。

医療・福祉関係の外国人労働者の導入はすでに開始され、今後対象となる国は増加するで

あろう。また、文部科学省の「留学生30万人計画」による外国人留学生の受け入れは、少

なくともその一部が卒業後も日本国内で就職するところまで視野に入れたプログラムであ

り、今後そのようにして生まれる外国人労働者は増加すると思われる。彼らの家族呼び寄

せなどにも対応する必要がある。 

一方で政府はグローバル人材の育成にも力を入れ、グローバル人材育成推進事業の導入

や地域共生コミュニケーターの養成などの施策が行われるようになった。さらには平成

23(2011)年度から小学校にも英語教育（英語活動）が導入されている。英語そのものより

も、異文化や異なる人びととのコミュニケーション能力の育成に主眼をおくべきとの意見

もあるが、グローバル人材の育成においても多文化共生に向けた教育が一層必要とされて

いる。視野を転じると、海外日本人の数ももはや少なくない。その数は120万人に達しよ

うとし、したがって海外で生まれ育つ日本国籍者の数も増加すると思われる。国家の枠を

超えたグローバルな人の行き来はますます盛んになることが見込まれ、もはや、国民の育

成というより、「地球市民」の育成という広い視野で考えていくことが求められている。 
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多文化共生は、すでに地方自治のさまざまな局面で展開されている政策（日本語支援な

ど）に目標化されている。だが、将来考えられる多文化状況も視野に入れ、より広い俯瞰

的立場に立てば、その意味の再検討による具体化が必要となっている。本分科会はこれま

での多文化共生政策の不十分な点をどう認識し、補っていくかを考えるために設置された。 

多文化共生政策は多方面にわたるが、本分科会で主に取り組んだのは教育分野であり、

それに基づいた報告をここに提出する。この提言の特徴は以下の３点に絞られる。１)まず

海外の移民問題と多文化共生政策の検討を行ったこと。２)教育に的を絞ったこと。３)そ

の中でもマジョリティへの多文化共生教育を視野に入れたこと、である。 

多文化共生政策の中でも、とりわけ教育は今後ますます重要になるにも拘わらず、取組

がやや弱い分野である。今後の多文化状況の広がりを考えれば、多文化共生の教育をこれ

までのように地方自治体に委ねているのでは不十分であり、国としての方針を打ち出して

いく必要がある。 

本分科会では、マイノリティのうち、外国人または外国出身でそれゆえ異なる文化背景

と社会的条件の下にある者たちの経験、その困難・苦境を把握することに努めた。その観

点から、あるべき共生のかたちと教育のあり方について政策の提言を行う。もとより多文

化共生の観点から考察すべき対象はひとつではなく、たとえば女性、子ども、障がい者、

性的志向の異なる人びとなどさまざまな視点があり得ることを認識した上で、今回はその

ような限定を行ったことを断っておきたい。 

いまひとつ、本報告が心がけたことは、マジョリティ（日本人）の観点による共生の考

え方の見直しである。これまでは「共生」をうたいながら、実際の施策では、しばしばマ

イノリティ1の人びとをどのように主流社会に溶け込ませていくかということに集中して

いた。それでは、結果的にマイノリティに同化を強いることになる。マイノリティを「客

人」のままにとどめてしまい、「日本人化」しない人びとは、これを異質視し、遠ざけるば

かりとなる。マイノリティの人びとも仲間として迎え、共に歩むためには、マジョリティ

の人びとこそが現在のマイノリティの抱える問題を理解し、また理解することで自ら変わ

り、共に解決していく姿勢に立たねばならない。そのためには、教育分野でマイノリティ

についてもっと多く学ぶ機会を持つべきであると考えている。その視点を通して、多文化

共生の問題を分析・審議し提言を行うものである。 

なお、日本国内の外国人人口の推移、海外在住の日本人人口の推移などのデータを巻末

に掲載した。ここでは詳細に説明する余裕はないが、参照いただきたい。OECD高所得国の

人口の移民人口比率と比較すれば、日本の移民人口比率はいまだ決して高くはないが、次

第に前者を追いかけるように増加していることがわかる。 

                                            
1 マジョリティとは多数派のことであり、その社会の多数を占める人びとをさしていうが、一方で単に数において多数

を占めるだけでなく、その社会の主導権を握る人びとでもある。マイノリティは少数派であるが、人数において少ないだ

けでなく、富や権力の配分からしても弱体勢力である。 



 3

２ 諸外国の教育における多文化共生政策 

 

日本の多文化共生の問題を考えていくために、最初にまず、多様性を受け入れる社会、

価値観の異なる人びとと共に歩むために多文化共生政策（多文化主義政策）をすでに行っ

ている社会の事例を検討することから始めたい。 

 

 (1) カナダにおける多文化主義と教育 

 北アメリカ北方地域ではイヌイットやクリー、ヒューロン、ハイダなど多様な民族が

生活を繰り広げてきたが、現在のカナダを建国し、その主流派となっているのは 17 世

紀に来住した英系と仏系の植民者の子孫である。さらに17世紀から20世紀にかけて多

種多様な人びとが移住してきた。このためカナダは、多様な民族から構成されている。 

 カナダの政治は、1960年代以降分離独立を求めるケベック州の仏系住民の動向と密接

に係わっている。カナダはケベック州を国内にとどめるために、1969年に「公用語法」

を制定し、英語とフランス語をカナダの公用語とした。さらに 1971 年には「二言語主

義の枠内での多文化主義」が採用された。 

 1970年代に移民法が改正されると、80年代にはアジア系移民が40％以上になり、「可

視化したマイノリティ」の人口比率が大都市圏を中心に急増した。このため、多文化主

義政策は、英仏の対立を乗り越えるという政治的な思惑を超えて、多様な移民集団をカ

ナダに包摂することを目的とするものとなった。また、多文化的遺産を保持し、促進さ

せることが1982年憲法27条で保障された。さらに、1988年には「多文化主義法」が成

立し、多文化保持と社会的平等の実現が国是であることが確認された。 

 現在でもカナダは積極的な移民・難民政策をとる国であり、年間約20万から25万人

の永住移民を受け入れている。2006年の国勢調査によると国民3100万人のうち約20％

は外国生まれであるという[1]。文化的多様性を維持させるためには、初等および中等

教育が重要な鍵のひとつとなる。カナダでは、州や準州が教育自治権を有しているため、

教育制度は州によって異なっている。カナダ政府内には教育を担当する機関はないが、

補助金を州政府や先住民団体に支出している。以下では、カナダにおける言語教育につ

いて紹介する。 

 多文化主義の立場をとるとはいえ、カナダの公用語は英語とフランス語である。この

ため成人の移民にそれらの言語を無料で教える「カナダ新規来住者語学指導プログラ

ム」（略称 LINC）が 1992 年よりカナダ政府によって導入され、実施されている。LINC

以外にも、都市部を中心に州政府や地方自治体が独自の成人向け英語教育プログラムや

通訳サービスを提供している。 

 また、仏語話者を増加させ、二言語話者を作り出すためにフランス語イマージョン・

プログラムが 1965 年から実施されている。現在、初等・中等学校の学生の半数が英語

またはフランス語を第二言語として学んでいる。約 30 万人（全生徒の８％程度）がイ

マージョン・プログラムを取り、英語を母語とする生徒がさまざまな科目をフランス語

で学んでいる[2]。 
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 1982年憲法によってマイノリティの言語は「ヘリテージ・ランゲージ」として認めら

れ、学校で教育することが可能となった。このため移民の母語教育もアルバータ州やマ

ニトバ州などで実施されている。たとえば、アルバータ州では、州の教育課程に準拠す

ることを条件に、イスラーム学校の開校に州政府が資金援助を行い、ムスリムのアイデ

ンティティを育てるためのアラビア語や宗教の初等教育を実施している。大半の子ども

は、その後、公立中学に進学し、カナダ社会に溶け込んでいくという[3]。 

 2001年現在、カナダ先住民の母語継承者は２割程度（約20万人）である。カナダの

先住民社会では 1970 年代半ばより、先住民言語を継承しつつ、公用語を第２言語とし

て習得する教育制度の構築を進めてきた。たとえば、ケベック州ヌナヴィク地域のイヌ

イット社会では幼稚園から小学校第２学年まではイヌイット語のみで教育が行われて

いるが、第３学年になると英語か仏語を第２言語として学習し始め、算数や社会科、理

科はそのいずれかの言語で教えられるようになっている[4]。 

 このようにカナダでは出身民族集団の母語を重んじる学校教育が展開されつつある。

また、トロントなどでは人口の４割を多様なヴィジブル・マイノリティが占めるように

なり、マイノリティのみならずマジョリティを含むすべての学生に対して行われる包摂

的教育（inclusive education）の重要性が指摘されると共に、多様性に敏感で、対応

能力に優れた教師の育成が緊急課題となっている。  

 

 (2) オーストラリアの多文化・多言語教育 

 かつて白豪主義の下に有色人の移住を制限すると共に、先住民に対しては絶滅あるい

は同化政策を採用していたオーストラリアが、1970年代にアジア・太平洋国家化して白

豪主義を終焉させ、多文化主義を導入し、「多文化共生」の試みを本格化したのは1980

年頃からである。その多文化主義は、①移民・難民などの定住を支援し、社会参加を支

援すること、②移民・難民の文化・言語を尊重し支援すること、③国民にオーストラリ

アの多文化社会化を周知してもらうための啓蒙努力と、相互理解の促進（多言語テレ

ビ・ラジオ局（SBS）と多文化・多言語教育を導入）を目的としていた。一文化社会で

はなく多文化社会を維持し、その利点を経済的に最大限にすることが目的だった。導入

当初より連邦政府が心掛けたのは、多文化主義政策は移民・難民の集住地域のみで実施

するのではなく、全国一律に実施することだった。一部地域での実施では、移民・難民

の自由な移動が制限され、かえってエスニック・ゲットーやスラムを生み出してしまう

という懸念があったからである。 

 多言語教育の展開は、上記の多文化主義政策の③の目的に合致すると共に、移民・難

民の母語・出身地の文化の習得・維持という②の目的にも合致していた。しかし、1980

年代の多文化主義政策の本格的導入に多少遅れて導入されている。その本格化は 1987

年に『言語に関する国家政策』（National Policy on Languages: NLP）の導入まで待つ

必要があった。言語教育そのものに熱心でなかったオーストラリアの伝統と、非ヨーロ

ッパ言語教育資格保有者教員の確保に手間取ったことが災いした。多言語教育の教師は

専任ではなく非常勤として雇用され、その地位は不安定だったものの、連邦政府がすべ
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ての学生に英語以外の第２言語の習得を求めたこともあり、その普及は素早かった。異

言語教育は、同時にその言語が話される地域・国の文化・歴史・習慣などの教育を含む

ようになるので多文化・多言語教育となっていった。 

 NPLでは、①知的・文化的資質の向上（Enrichment）、②職業、貿易などの経済的効果

（Economics）、③社会正義と平等の実現（Equality）、④オーストラリアの地域、世界

に対する対外的役割（External）が目的とされていたが、アジア太平洋地域との関係拡

大を求める連邦政府のもとアジア言語が優先されていた。経済関係の拡大につながると

いう実利的な目的が1990年代から2000年代にかけて強調され始めると、日本語、中国

語、インドネシア語、韓国語などの優先言語への資源の集中が始まり、言語選択の幅が

狭くなった。 

 ところで、オーストラリアでは特に日本語教育が盛んである。それは、戦後の日豪経

済関係の発展が 1950 年代より展開し、日本語教育への注目が早くから生まれ、小・中

学校での日本語教育が盛んになっていたからである。しかし、日本人移民定住者の少な

いオーストラリアの日本語教育は、「ビジネス言語教育」の範疇に入る。そのため、多

言語教育が目的とした、オーストラリア国民と非英語系移民・難民との意思疎通・異文

化間理解を図るための「コミュニティ言語教育」の目的とは、ずれが生じていた。その

結果、移民定住者の多い中国語、インドネシア語、韓国語などのアジア諸言語への注目

と、日本語教育偏重からの脱却が、90年代より叫ばれ始め、本来の多言語教育の展開を

求める声が強まった。 

 しかしながら、1990年代後半より移民・難民の社会統合の促進と安全保障上の配慮か

ら、英語教育とシティズンシップ教育の強化が叫ばれ始める時代にもなり、多言語・多

文化教育を社会正義・公正などの観点から進めようとした教育現場と、経済効果を追求

する連邦政府の言語政策との間の齟齬も大きくなった。一時、政府による支援が停止さ

れる事態も生じたが、連邦と州政府の目的の違いを内包しつつも、州政府の主導のもと

現在でも多言語・多文化教育は継続している。2010年２月には、ギラード連邦政府によ

り多文化主義政策の継続が決まっているが、リーマンショック以後の経済停滞の中での

多言語・多文化教育の前途について楽観はできない。 

 

 (3) アメリカ合衆国における多文化主義 

 アメリカ合衆国における多文化主義は、1950年代60年代の公民権運動、マイノリテ

ィ運動の中で台頭した「文化的多元主義」（cultural pluralism）に由来するものであ

る。特に1960年代には、公共施設での人種分離を廃止した1964年公民権法、アフリカ

系（「黒人」）に対する投票権剥奪の是正、連邦政府主導で有権者登録を推進させた1965

年投票権法、アファーマティブ・アクション（差別是正のための雇用・入学などにおけ

る積極的措置）を命じた大統領命令11246号など、アメリカ社会における人種間関係史

の上で画期的な制度が次々と生み出された。 

 文化的多元主義自体は古い思想的歴史を持つが、それが、同化論や「人種のるつぼ論」

に代わる、新しい人種間関係を構築するための社会原理として脚光を集めたのは 1960
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～1970年代のことである。しかし文化的多文化主義では、あくまでも主流集団の存在が

前提とされ、その下で少数派集団の存在や権利を認めるといった意味合いがあることか

ら、その後、カナダやオーストラリアの影響を受けて、「多文化主義」が提唱され、1980

年代後半から1990年代アメリカ社会を席巻するようになった。 

 しかしその進行と共に利害対立も顕在化するようになり、特に教育や雇用におけるア

ファーマティブ・アクションをめぐって激しい論争が繰り広げられている。カリフォル

ニア州では、1996年の住民投票209号によって、アファーマティブ・アクションが廃止

され、他の７つの州がそれに続いている。その影響は大学においてすでに顕著に現れて

おり、アフリカ系やラティノ（ナ）系の学生が激減した一方で、アジア系が大幅な躍進

をみせており、新たな論争を生んでいる。 

 現在では、2006年のミシガン大学の法科大学院と学部の入学選抜をめぐる二つの最高

裁判決が象徴するように、単純な割り当て（クォータ）などによる特定の人種に対する

優遇措置は憲法違反とされ、他方、文化的多様性（cultural diversity）を確保する手

段として、階級やジェンダーなどと共に人種を考慮することは合憲であると解釈される

のが一般的である。 

 2014年４月、最高裁により、ミシガン州の上記のアファーマティブ・アクション廃止

は合憲であるとの判断が下され、今後同様の動きが他の州においても広まると予想され

ている。 

 多文化主義の必要性が最も強く訴えられてきたのは、教育の現場においてである。ア

メリカでは、現在、移民の子どもたちが学齢期の児童生徒の２割強を占めるにいたって

いる。移民の子どもの学業成績は、平均すると、アメリカ生まれの子どもと同程度かそ

れ以上であるが、特定集団（メキシコ人と中央アメリカ出身の生徒）については、８年

生（日本の中学２年生相当）以上への進級が困難な生徒がきわめて多い状況である。 

 “No Child Left Behind Act”（NCLB）2001年法（2002年に成立）は、「落ちこぼれ

ゼロ」をスローガンとして、2014年までに、すべての子どもが一定の基準の学習達成度

を満たす目的として制定されたものである。この法が特に意識しているのは、貧困層と

マイノリティの子どもたちであり、子どもや両親の法的地位とは関係なく、すべての学

齢期の子どもに当てはまるもので、さまざまな実践上の問題を抱えながらも、移民やマ

イノリティの子どもたちに対する教育改善策として期待されている。 

 

 (4) ドイツの多文化性と学校教育 

 現在のドイツでドイツ語を母語としない住民に言及する場合に使われる用語は、「移

民の背景を持つ住民」である。その理由は、実際に移民してきたのは当人ではなく、そ

の祖父母であったり両親の一方であったりする場合が多くなってきているからである。

また、東欧諸国や旧ソ連に先祖代々定住してきたが、ドイツ人の血統を引くという理由

でドイツへの移住後ただちにドイツ国籍を取得した移民（アウスズィートラー）やその
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子どもも少なくないからであるし、かつてのガストアルバイターや2その子弟がドイツ

国籍を取得することも少なくないからである。アウスズィートラーの中にはその出身地

固有のドイツ語方言を話す人もいるが、1990年代以降にポーランドや旧ソ連領域から移

住してきた人びとの多くにとっての、特に若い人びとにとり日常言語はもはやドイツ語

でなかったのが普通である。 

 ドイツ連邦統計庁によれば、ドイツ全国で移民の背景を持つ人口は2010年で15,746

千人、総人口の約 19.3％に上る。しかし、移民の背景を持つ住民のうちドイツ人は約

860万人にも上り、外国人は約715万人でしかない。この外国人のうち約22％、157万

人はドイツで生まれ育っている[5]。移民の背景を持つ人びとの中には、大手多国籍企

業社員もいれば、故国での政治的混乱などから逃れるために移住してきた難民や政治亡

命者も少なくない。ドイツの移民といえばトルコ人というイメージが強いが、定住外国

人のうちトルコ人の比率は2011年末時点で23％強であり、この間急速に増加したのは、

むしろ旧東欧諸国からの移民である[6]。この過去約20年の間に目立ち始めた移民とし

てアラブ系やブラックアフリカ系もいる。ベルリンやドルトムントには、アラブ系の商

店が立ち並ぶ通りがあるし、デュースブルクのある街区ではブラックアフリカ系が目立

つところもある。つまり、ドイツにおける移民の背景を持つ住民の構成は多様化したの

である。 

 ところで、ドイツでも1990年代に多文化主義が積極的に語られた。たとえば1991年

に『色彩豊かなドイツ―多文化社会への眺望―』と題する書籍が出版されたし、ボン市

では多文化社会の形成に貢献し得る諸団体のリストを掲載した『多文化案内』という市

民向け冊子が作成されて配布された。同様の事情は、多文化主義を是とする政党が政権

を握っていた地方自治体で広く認められたはずである。しかし、現在の連邦首相メルケ

ルは、2010年 10月にポツダムで開催されたCDU・CSU（キリスト教民主同盟・キリスト

教社会同盟という与党）青年会議大会で、「多文化主義のためのアプローチは破綻した」

と発言した。これをSPD（社会民主党）副党首が批判し、重要なことは長期失業者の能

力を高め資格取得を推進することであり、高い専門的職業能力・資格を持つ移民に門戸

を開くことである、と述べた[7]。 

 ドイツで職業の世界に入るには、中等教育修了後に得る職業資格や大学入学資格が重

要な意味を持つ。いずれにせよ、ドイツ語能力が必要である。ドイツの文教政策は州に

よって異なるが、移民の背景を持つ生徒がドイツ語能力を身につけることを最も重視し

ている。この方針は 1970 年代以来変わっていない。その上で、ドイツ語能力が不十分

な児童生徒に対して具体的にどのような言語教育政策をとるかは州によって異なる。通

常クラスで学ぶだけのドイツ語力を持たない児童生徒のために、その母語でのクラスを

編成するのが一般的である。また、通常クラスでの学習のほかに母語での補習クラスを

設ける州もあるが、その責任を児童生徒の母国の領事館に委ねるバーデン・ヴュルテン

ベルク州がある一方で、州の学校教育担当省庁の責任とするニーダーザクセン州がある。

                                            
2 1950 年代後半から 1970 年代初めにかけて、主として地中海沿岸諸国から西ドイツに出稼ぎに来た人びとのことである。

これは本来、一時的にのみ滞在する招かれた外国人労働者、を意味していた。 
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ドイツでも中等教育における教科目としての外国語は英語が主流であるが、生徒の母語

を正式の外国語科目として認める州もある。 

 連邦政府の外国人問題応嘱官は、言語や生活様式の多様性に満ちた多元的社会で子ど

もが成長する以上、言語的文化的多元性が学校教育の出発点にならなければならないし、

移民の背景を持つ子どもの教育にその母語を用いることはドイツ語能力の修得に否定

的な影響を持つものではないと、少なくとも2001年時点では認識している。 

 それでもなお、2010年時点でメルケル首相が前述のような認識を示すのは、移民の背

景を持つ人びとの社会的統合が順調ではない側面があるからである。その端的な指標は、

義務教育化している後期中等教育どころか、前期中等教育を修了できず、安定した職業

に就くことができない移民の背景を持つ青少年が少なくないからである。そのような青

少年を支援するNPOが全国各地に存在し、各ローカル地域社会の実情を反映して困難を

抱える青少年が職業の世界にはいれるよう活動していることは注目に値する。その典型

はミュンヘン市ハーゼンベルグル地区で1980年代から活動している「青少年相談所

JAL」である。その活動資金の多くが地方自治体などからの補助金に依存しており、補

助金削減にさらされて活動に支障きたすことが往々にしてあるという問題もある認識

する必要がある。 

 

 (5) 韓国の移民政策と多文化家庭、移住児童の支援 

 それまで外国人の居住が目立たなかった韓国では、1990年代から外国人登録者数が急

増しており、2005年の外国人労働者数は1992年の約10倍のおよそ40万人となり、非

正規滞在労働者数も約７倍に増加した。その要因のひとつは、1990年前後の好景気と中

小製造業の人手不足であり、1993年以降、「外国人産業研修・研修就業制度」の活用に

より低熟練労働者の受け入れが促進された。もうひとつの要因は、2001年以降の結婚移

住者の急増である。国際結婚率は1990年には1.2％（4,710件）に過ぎなかったが、2004

年には11.4％となった。1991年までは韓国人女性と外国人男性の組み合わせが圧倒多

数を占めていたが、1995年以降韓国人男性と外国人女性の組み合わせが急増して比率が

逆転している。 

 このような社会変化を踏まえて、大統領府で第１回外国人政策委員会が 2006 年に開

かれ、「外国人政策」という枠組みが初めて提示された。以降、「外国人労働者」政策か

ら外国人の人権保護と統合を基盤とする「移民」政策への転換が進められ、労働者の権

利保障、地方参政権保障、多文化家族支援などが実現していく。この背景として、10

年にわたるリベラル政権による民主化政策と、民主化運動で培われた市民による人権擁

護運動と支援活動という、「上から」と「下から」の動きが指摘できる。ただし、政策

の対象となる「在韓外国人」とは、在韓外国人処遇基本法（2007年制定）により、外国

籍で韓国に「合法的に滞在している者」とされ、非合法滞在者は対象外とされた。他方、

結婚移住者など韓国籍取得者の一部も対象とされ、以下にみるように「多文化家族」と

移住児童の支援が積極的に進められている。 

 まず、結婚移住者に対しては、国際結婚仲介業に対する規制強化と共に、国籍変更と
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永住への在留変更要件が緩和された。加えて、韓国社会への適応を促すための社会統合

プログラム事業が 2009 年に開始され、全国 100 か所の多文化家族支援センターを中心

に言語教育、相談、生活支援、通訳・翻訳事業などが実施されている。次に、移住労働

者と結婚移住者の子ども（「移住児童」）をめぐっては、とりわけ未就学児童の存在が最

大の課題とされ、2001年の未登録（「不法滞在」）児童の転入学許可後、法律的な障壁が

取り除かれていった。「多文化家庭子女教育支援対策」（2006 年）では、「文化民主的統

合で、韓国を文化的溶解の場に転換」というビジョンが提示され、教育課程と教科書に

多文化教育要素の反映や二言語学習支援などを提示した。2008年の保守政権発足後、未

登録児童への関心は薄れているが、同年に「多文化家庭子女教育支援方案」（2006年）

の中長期計画（2009～2012年）が示され、移住児童の韓国語・基礎学歴の向上ほか、父

母の教育力強化、教師や一般学生の多文化教育も含められた。この結果、移住児童の教

育権の保障や教育内容の改善につながったと評価される一方、未登録児童が「支援」と

父母の摘発のはざまにおかれていることへの懸念や、教育支援内容を同化主義的と批判

する声もある。 

 

 (6) 諸外国の事例からいえること                     

 第２節では、カナダ、オーストラリア、米国、ドイツそして韓国の多文化・多言語政

策を中心にその概略をまとめた。そこから何がいえるのだろうか。ここに選ばれた国々

は、①「古典的移民国家」であるカナダ、オーストラリア、米国と、②近年、非移民国

家から移民国家へと変貌し、多文化主義あるいは類似の政策を導入した「新興移民国家」

のドイツと韓国である。もっともドイツ社会の変化は第二次大戦後から今日にかけて生

じていることであるが、韓国はここ20年余りの間に遂げた変貌である。一般に、「移民

国家」は移住・永住移民者を積極的に受け入れ、受け入れた移民に国籍を積極的に付与

し、移民と共に国民国家形成を果たしてきた国々である。19世紀後半から20世紀半ば

までは、国民候補者である移民・難民に対して、厳しい人種に基づく選別が行われ、国

民に相応しくないものへの入国差別も当然のように行われていた。しかし、20世紀後半

より非差別的移民制度を導入し、社会の多文化化に合わせて「多文化共生」へと社会統

合政策を大きく変更している。それに対して「非移民国家」は、時々の経済状況に従い

変動する労働力の需要に合わせ、必要に応じて労働力不足を補う短期滞在型労働力とし

て移民を受け入れた、もしくは受け入れるが、彼ら・彼女らを永住国民として処遇する

ことには必ずしも積極的ではない国家である。市民権・国籍の付与に対しても消極的で

ある。 

 移民国家と非移民国家の違いを念頭に、先の５つの事例をみると、近年批判されるこ

とも多くなったとはいえ、カナダ、オーストラリア、米国の順に多文化主義政策や多文

化教育の充実が感じられる。教育面においては、移民・難民成人へのホスト国の公用語

教育・職業教育、あるいは母国において獲得した教育・職業資格の積極的な承認が進め

られてきた。もちろん、子女教育の面においても充実が感じられる。ＥＳＬ教育、バイ

リンガル（イマージョン）教育、多文化教育・多言語教育、エスニック・スクールへの
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補助、移民政策面でも同じ文化の教育者、医療・介護関係者などの入国許可・資格確認

なども進んでいる。多文化教育では、移民・難民子女のための教育という側面だけでは

なく、同じクラスの国民の子どもたちが自国の文化的多様化を学ぶことが目的とされて

いることにも注意したい。日本では、多文化教育は移民・難民子女への教育であるとの

み考えられがちだが、移民・難民やその子女を取り巻く国民の親と学生・児童たちが、

自らの社会の多文化化を理解することが重要である。つまり、「移民・難民子女への言

語教育」から「移民・難民子女を含む国民全体の言語教育」としての多文化・多言語教

育への動きにも注意すべきである。 

 それに対して、ドイツや韓国は、非移民国家から移民国家へと変革を進めている。ド

イツは、事実上の移民の流入と定住という事実を受けて、非移民国家から移民国家へと 

変革する努力を長期にわたって続けてきている一方、韓国の場合は近年の急速な動きと

なっているという違いがあるが、本節のドイツと韓国に関する報告からは、統合教育の

充実を通してまさにその動きが実感できる。近年、メルケル首相がドイツの多文化主義

の試みは失敗だったと論じたが、連邦政府のそうした議論とは裏腹に、多文化人口に直

面する州政府・地方自治体では、多少の凸凹があるとはいえ、多文化共生のための教育

の充実に努力している点が伺える。韓国は、近年、少子高齢化と人口減少により、急速

に外国人労働者や外国人花嫁を受け入れ多文化社会化し、それに従い移民政策を整備し

多文化主義型の社会統合政策を導入したことが判明する。その成果の評価はこれからだ

が、日本より一歩先んじていることは確かである。移民と共に歩む移民国家への動きで

ある。 

 日本にとって重要なポイントは何か。少子高齢化社会へと向かう日本も、グローバリ

ゼーションの中で移民国家への道を徐々にではあるが歩んでいることを認識し、多文化

主義に基づく多文化共生のための教育政策を確立して行く必要があるだろう。従来より、

カナダ、オーストラリア、米国、ドイツの事例は日本でもかなり紹介されてきたが、日

本人の多くはそれらを対岸の出来事であるかのように傍観しているだけだった。今後、

日本も自身の移民国家への動きを認識し、定住者との教育面での多文化共生を本格化す

る必要がある。 
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３ 日本の学校と多文化共生の教育 

 

 (1) 学校教育の課題と問題 

外国人の子どもたちへの教育は、多文化共生においてその要（かなめ）の位置にある。

可塑性にとんだ子どもたちにとり、幼少年期に知的発達、文化獲得、社会化を進める適

切な教育を受けられることが重要なことはいうまでもない。そして、その必要性は国籍

や文化背景の違いを問わないはずである。ところが、今日の日本では外国人児童・生徒、

または外国につながる3児童・生徒のおかれている教育の状況は、次のようなさまざま

な問題をはらんでいる。 

 

 ① 低い日本の学校への就学率 

 日本の公私立の小・中学校に在籍する外国人は、小学校40,699人、中学校22,401

人、合計63,100人である（平成24（2012)年度学校基本調査）[8]。これに対し同年

の６～14 歳の外国人登録人口は約 10 万２千人[9]であるから、日本の学校への就学

率は 62％程度にすぎない。外国人登録数と実際の滞在者数にずれがあるとしても、

なぜこれだけの開きがあるのか。 

 理由として、就学義務が外国人に適用されていないこと、日本語習得が困難であり

日本の学校への就学に不安があること、継承言語・文化（母語・母文化）の習得を大

切と考える保護者は日本の学校を選択しないこと、いじめに遭うことの恐れ、保護者

が日本の教育制度に十分知識を持たないこと、などの理由が挙げられてきた。 

いかなる学校にも通っていないいわゆる不就学者は、少なくとも数％（数千人）

はいると思われる。文部科学省（以下、文科省）は不就学者の実態について平成

17(2005)年から18(2006)年に調査を試み、12の自治体の協力で、1.1％（外国人登録

者に対する比率）の不就学者の存在を明らかにした[10]。また平成 21(2009)～

22(2010)年の調査では29市の協力を得、0.7％の不就学者の存在を確認している。し

かし対象となった自治体が限られ、大きな外国人人口を持つ東京23区、大阪市や、

浜松市、豊橋市などが含まれていないこと、また「転居・出国など」の理由で調査で

きなかった 17.5％（17～18 年）、21.5％（21～22 年）の者がそれぞれ未分析のまま

におかれたこと、のため不十分な調査にとどまっている。少なくとも「転居者」がす

べて就学者だと想定するのは不合理である。 

 不就学者の正確な実態を把握するためには、これらの点を補った全国的な外国人の

就学実態調査が必要であろう。 

 今日、欧米では、国籍の別なく一定の年齢の子どもに就学義務を課している国が多

い。日本では国際人権規約Ａ規約の批准直後、外務省が「わが国では、初等教育は、

心身共に健康な国民の育成を期して、国民として必須の教育を授けることを目的とし

て行われています。したがってこのような目的の下に日本語で行われる初等教育を外

                                            
3 日本国籍ではあるが、そのルーツの一部を日本以外の国や文化に持つ者を「外国につながる」と表現することが多い。

国際結婚、帰化などに伴いそうした子どもが増大している。ただし公表される統計データは存在しない。 
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国人に強制的に受けさせることは実際的ではないと考えられる」[11]としている。し

かし近年、将来の「市民」を育成するために、と理念を改め、すべての者に就学を義

務付けるべきだとの見方が強まっている。 

 現状では外国人には就学義務がないため、教育委員会も学校も就学を促す強い働き

かけをしない傾向があり、就学を申し出ない者のフォローアップ（追跡調査）もほと

んど行われていない。日本がそれぞれ批准している国際人権規約Ａ規約13条Ａ項も、

子どもの権利条約28条Ａ項も「初等教育をすべての子どもに義務的なものにし、無

償にすること」をうたっている。平成 24(2012)年に実施された外国人児童生徒の教

育に携わる教員などへのある全国アンケートでも「外国人への就学義務の適用」を必

要とする意見は、67％に上った4。 

 

  ② 日本語の指導、母語の指導 

 外国人の子どもたちが一定期間以上日本に滞在するならば、日本語の習得と学校で

の教科の学習について行けるよう指導がなされる必要がある。「学校に通っていれば

自然に日本語（学習言語も含めて）を習得できるはず」という考え方は成り立たない。

日本語を母語としない者への日本語教育法（ＪＳＬ）をはじめ、母語を使える指導者

との複数教員指導制（ＴＴ）などが、有効な指導の道として考えられる。 

 多文化共生の当然の理念として、双方の文化とアイデンティティが尊重されなけれ

ばならない以上、日本文化への同化のみを強いることなく、保護者の希望する継承言

語・文化を学べる機会も提供されなければならない。その学習や思考の言語をホスト

国の言語に単一化することは、母語をある程度獲得している子どもにはかえって認識

や思考の発達の可能性をせばめる恐れがあることが、欧米のバイリンガル教育研究者

から指摘されている。 

 継承言語・文化の教育は、現行の日本の学校教育の中には位置づけられていない。

その位置づけが必要となると考えられるが、実現がどうしても困難なら、地域の中に

拠点校を設けて週末に継承言語の指導を行うことや、外国人学校（民族学校）5と連

携し、子どもたちがそこでの学習の機会を持てるようにすることが考えられる。 

 

  ③ 増える「外国につながる子ども」と教育上の課題 

  今日の日本には外国人の子どもに劣らない数の日本国籍の「外国につながる子ど

も」が学校で学んでいる。過去10年来、帰化者の累計は15万人程度に達し[13]、そ

こに学齢期の子どもも含まれている。また、国際結婚が日本で行われる婚姻の５％前

後となっている以上、親の一人が外国出身者であるなど、複数のルーツ（文化的背景）

を持つ子どもで、義務教育年齢の者は、20 万人を超えていると推定される（厚生労

働省『人口動態調査』[14]）。なお、非法律婚の国際結婚家庭も少なくなく、その子

                                            
4 宮島喬を代表者とする科学研究費基盤研究Ｂによる研究チームが平成24（2012）年５～６月に実施したもので、公立学

校国際教室担当教員、担当指導主事、その他の指導者、計267名を対象とする[12]。 
5 外国人学校も民族学校も通称であり、ごく一部の一条校（学校教育法一条で定義される学校）を除けば、法律上の定義

では各種学校である。インターナショナル・スクール、国際学級などとも呼ばれる。 
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どもが日本国籍となっているケースもある6。そのような児童生徒にも、学習につい

て外国人の子ども以上に困難を経験している者が少なくない。家庭が経済的に困窮し

学習費がまかなえない、親からの就学や学習サポートが得られない、いじめの対象と

される、等々がある。 

文部科学省、教育委員会は、人権に十分配慮しながら、外国につながる日本国籍の

子どもの状況を把握し、学校教育への適応の支援していくことが望ましい。日本人の

子どもたちにも差別的行動をとらないように指導する多文化教育を行っていく必要

がある。 

 

  ④ 規律重視から子どものおかれている条件や意見の尊重の教育へ 

 多文化共生とは、ホスト国の制度や規範への一方的な適応を求めるものであっては

ならない。日本の学校教育も変わらなければならない。従来の日本の学校の特徴は一

斉授業にあり、規律重視にあった。子どもの特殊な条件に配慮した対応は、とかく「特

別扱い」として公平を欠くものとされた。しかし、多様な文化背景を持つ子どもたち

がクラスを構成するようなっている今、文化背景や授業理解の難易に配慮した指導方

法が考えられなければならない。先に述べたＴＴもそのひとつである。 

さらに見直してよいのは、規律中心の学校の指導のあり方である。日本の学校の

規則には「～してはならない」とするネガティブな規律が非常に多く、子どもたちを

規律遵守＝服従という消極姿勢に追いやってしまいがちである。よく外国人の保護者

からの意見にあるように、「子どもにより自由に発言をさせる」、「子どもの意見を聞

く」というクラス運営や学校運営が行われる必要があろう。それは「子どもの権利」

の理念にも沿うものであり、日本人の子どもにとっても、自尊感情を高め、参加の意

識を強める望ましい変化であるはずである。 

 

  ⑤ 学校選択の自由、外国人学校の充実 

  将来外国人に就学義務を適用する場合、「一条校」（学校教育法第一条で定める日本

の学校）への就学を必須とするのではなく、保護者にはより幅の広い学校選択を認め

ることが必要になろう。主に外国人の子どもたちが学ぶために設けられている外国人

学校（民族学校）もそれに含められるべきだろう。 

 これらの学校は、自文化の継承を希望する親たちにとって重要な教育機関であり、

一社会における多文化教育の保障のためにも意義がある。朝鮮学校、中華学校をはじ

め、各国の名を冠する、あるいは「国際」を名乗る学校が存在し、近年では通称で「ブ

ラジル人学校」と呼ばれるものが各地に展開されるようになった。しかし、これらは

一条校ではなく、後述するように、認可されても各種学校にとどまり、公的な補助も

限られている上、修了しても自動的には日本の高等学校への受験資格は与えられない。

都道府県は、条件を備えた外国人学校（民族学校）には、各種学校認可をし、援助を

                                            
6 非法律婚の夫婦においても、生まれた子どもについて、日本人である父親の認知がなされれば、日本国籍が認められ

る。以前は出生前の認知がその条件だったが、法改正で、出生後認知でも効力を持つこととなった。 
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し、そこに学ぶ者に受験などで不利が生じないような配慮をすべきであろう。 

 

  ⑥ 指導する「人」の多文化化 

 一方、教員など指導する「人」の多文化化も求められる。継承言語（母語）の指導、

継承言語を使った学習指導、さらには通常の授業において、子どもと母国ないし出身

文化を同じくする指導者がこれにあたることは意味がある。そうした教員の存在と役

割は、欧米では広く認識されている。日本では、指導協力者、言語指導員のようなか

たちで嘱託、アルバイトとして指導に関わる外国人、外国出身者は増えているものの、

正規の教員には外国人、外国出身者は非常に少ない。そもそも多文化共生の諸施策は

日本人が行うべきものという考え方には限界があり、外国人の児童・生徒、保護者か

らも、自分たちにより深い理解を持ちながら二つの文化を架橋してくれる指導者が望

まれている。 

 文科省は外国人の公立学校教員の任用については、常勤講師までと定めていている

が（1991年通知）、その法的根拠は明瞭ではなく、そうした制限があるため外国人の

教員志望やそれへの意欲を殺いでいるのが実情である。事実、外国人教員の数は全国

でも200 名強という僅少にとどまる（全国在日外国人教育研究所調べ）。また自治体

の職員（公務員）についても似た状況があり、教育、文化、福祉などの外国人住民を

含めた住民への多文化的サービスを行う場合でも、日本人のみがこれにあたっている

所が少なくない。教育に限らず、多文化共生のための働きかけや施策を行う場合には、

それらを行う指導者や支援者の「人」の多文化化、出身の多様化を進めていくことが

必要であり、教員や公務員への外国人のアクセスをより開いていく改革が伴わなけれ

ばならない。 

 

 (2) 韓国・朝鮮系の外国人学校（民族学校）の位置付け 

日本における朝鮮学校は、北海道から九州まで約100校近くある。それに比べて韓国

系とされる学校は、白頭学院など４校である。これらの学校の成立は、戦後の在日コリ

アンの歴史と深い関係がある。 

在日コリアンは、100年前に日本が韓国を併合し、朝鮮半島を植民地にしたことによ

り生まれた。終戦直後には200万人以上の朝鮮半島出身者が数えられたが、そのうち50

～60万人が残留した。その人びとの多くが、わが子に母国の言葉と文化を教えるため学

校を作る運動に加わり、1947年には初等教育学校541校、中等教育学校７校、高等教育

学校８校が生まれている。GHQおよび日本政府は、在日コリアンが独自の学校を持つこ

とに否定的で、昭和23(1948)年１月に文部省学校教育局長通達により、在日コリアンも

日本の学校で学ぶべきこととした。在日コリアンはこの通達に反発したが、文部省は主

張を譲らず、朝鮮人学校閉鎖令を発した。これに対し「阪神教育事件」と呼ばれる大規

模な抗議・反対の運動が起こったのである。そして翌24（1949)年、朝鮮学校は次々と

閉鎖に追い込まれた。 

その後、昭和30(1955)年に在日本朝鮮人総連合会（総連）朝鮮総連が結成された。こ
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れと前後して、自主学校の再建運動が行われ、150の地域に朝鮮学校が再建、創立され

た。同学校は、各種学校の学校法人の認可を受けて今日にいたっている。一方、昭和

24(1949)年には韓国系の（白頭）建国学院が、昭和25(1950)年に金剛学園が設立認可を

受けた。昭和29(1954)年には東京韓国学園が創立し、各種学校として認可を受けた。建

国学院と金剛学園、京都国際学園は一条校の認可を受けているが、朝鮮学校や東京韓国

学園が認可を求めなかったのは、認可されれば、文部省の認める教育に沿い、検定教科

書の使用などが義務付けられ、韓国・朝鮮語による民族教育ができなくなるためである。 

朝鮮学校などの教育は、カリキュラムとしては日本の学校と大差ないが、現代朝鮮史

や朝鮮語など、歴史や文化の授業も朝鮮語で教えているのが最大の違いである。日本の

学校と似通ったカリキュラムなのは、多くの生徒が日本の大学に進学するためセンター

入試に適応できる教科内容が必要とされるためである。ただ、在日コリアンの学校の目

的が、いわゆる国民化教育におかれているのかという点については議論がある。日本人

との共生のあり方についての学習も徐々に始まり、たとえば在日韓国人史という授業が

行われるなどの試みもある。 

在日コリアンの保護者にとってはわが子を民族学校に通わせたいと考えても、実現す

るのは１割程度である。それは、各種学校であるためさまざまな不利益を受けることに

よる。多くの日本の大学で在日コリアンは学んでいるが、現在も受験資格の段階で朝鮮

学校を拒絶する大学が残っている。また経済的不利益も大きな問題である。日本の私立

学校への助成は手厚いが、外国人学校は各種学校に認められても公的補助金は少なく、

保護者の経済的負担が大きい。多文化共生を実現していく上で、こうした外国人学校へ

の対応の見直しは必要である。 

 

 (3) その他の外国人学校（民族学校）の位置付け 

中国系の外国人学校はその歴史が古く、老華僑の子どもたちの教育が始まる19世紀

末にまで遡る。日本には現在は５つの中華学校があり、小学部、中学部、一部を除いて

高校部まで併設している。中国人の義務教育年齢者は推定で２万 5000 人余に上るが、

５つの学校に学ぶ中国国籍の者は641人（平成23(2011)年）であり、多数は日本の公立

学校に学んでいる。中国系学校在籍者の多くは日本国籍で、ほとんどは華人（中国系日

本人）である。横浜山手中華学校ではこれが62％を占め、純日本人は５％である[15]。 

その教育内容は学校により多少異なるが、中国語教育および中国文化の教育と、日本

の小・中・高等学校と同程度の教育を共に行うことを目指している。日本の高校、大学

への進学者が多いことも関係している。各種学校であるが、補助金は都道府県により差

があり、私立学校補助金に比べ格段に少ないことは朝鮮学校などと同様である。日本の

高校受験資格は正規には認められていないが、ただし多くの県の公・私立高校は受験を

認めている。それでも、日本人生徒には、中学段階になると高校受験のことを考えて日

本の中学校に編入する者が多い。 

他に1990年代から急速に増えたものにブラジル人学校、少数のペルー人学校がある。

愛知県他の東海地方に集中しており、数は正確に把握しにくいが80校程度とみられる。



 16

ブラジル人、ペルー人などの中南米系の滞在者は多い時には約40万人、現在は約28万

人に上り、その子弟の一部が通っている。保育所を併設し、小学校、中学校のレベル中

心で小規模校が多い。一校当たりの通学者はばらつきが多く、30～300名とみられる。 

教育はポルトガル語（一部スペイン語）で行われ、ブラジル教育省の認定を受け、カ

リキュラムもこれに準拠している学校もある。これらの学校の多くは各種学校の認可を

受けておらず、授業料収入のみに頼っており、そのため授業料も高額になりがちである。

近年、各種学校の認可を受ける学校も10校程度に増え、都道府県などの補助金を受け、

日本語の授業を開設している学校もある。学んで後、母国に帰国する生徒もいるが、む

しろ日本に滞在しつづける者が多いといわれる。ただし、日本の高校への進学は少ない

ようである。経済状況などによって通学者の増減があって、経営が不安定であることも、

ブラジル人学校、ペルー人学校の問題点である。 

 

 (4) マイノリティとマジョリティをつなぐ多文化共生教育の試み 

学校以外の場でも多文化共生に向けた学び合いが展開されている。「とよなか国際交

流協会」（財団法人、大阪府）の活動を中心に、現状と課題に触れる。 

これまでの政府や行政の主導の「多文化共生教育」は、マジョリティである日本人側

の必要性や目線からのもので、結果としてマイノリティの人びとをマジョリティ社会か

ら「分けてきた」。この点を批判的に捉え、その上でとよなか国際交流協会（以下、「協

会」と略）は、地域での取り組みに基づきマイノリティとマジョリティをつないでいく、

共に生きるための多文化共生教育を目指してきた。そのために、まず日本人側が自らの

「分けてきた」行為について認識し、マジョリティの立場が作り上げた「多文化共生と

はこうあるべきだ」という拘束的な知識をいったん捨てるという、「学びほぐし」（鶴見

俊輔氏の提示する概念）から始める必要があるとの指摘がなされた。多くの外国人支援

に共通するが、その支援は日本語支援を基本とし、日本語能力を身につけた外国人が地

域で自立していく、という規範的な共生像を想定してきた。しかし、外国人が日本語を

最も使う場が日本語教室だという実態が把握され、協会では、与えるものとしての支援

から、外国人自身が作るものとしてのプログラムへと移行が試みられた。 

マイノリティの視点からの共生教育として、自らが支援される側にあって支援を経験

した学生が、多文化の背景を持つ子どもたちのつぶやきに耳を傾けるという「サンプレ

イス」や、日本語が十分に使えない外国人の親たちが母語で生き生きと語り合う場を子

どもたちと共有する「子ども母語」などの活動を協会はバックアップしたが、外国人自

身が作る活動事例として意味を持っている。 

また、外国人をスタッフとして協会で雇用することにより、自分が社会の中で必要と

されて働いているという責任感を当人が持てたことは、大切である。そうした社会との

関わりがマイノリティの内側から生みだす力を、これまで支援する側は始めから無理だ

と判断して、奪ってしまっていたことに気づくことができた。 

外国人支援はよいことだからという認識で、日本人ボランティアによって展開される

支援活動においては、マジョリティである支援者が活動の主体となり、実は日本人にと
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って都合のよい支援が行われている。たとえば、活動日時の設定のほとんどは主催側が

決定しており、本当に支援を必要とする外国人のニーズに応えているわけではなく、実

はそこに参加することのできる外国人が対象となっていることは意識されにくい。さら

に既存の支援の枠に収まらないような解決困難な問題を抱えていたり、お仕着せの支援

を拒んだりするような外国人はむしろ支援の場から消えてもらいたい、といった発言が

散見される、との批判的な観察もなされた[16]。マジョリティの日本人が枠組を決めて

しまう多文化共生教育ではなく、非対称である日本人と外国人の関係を転換し、なるべ

く対等な関係を築くこと、その中での学び合いによりむしろマジョリティの側の社会を

かえていくこと、これが必要である。この考え方には、これまでの多文化共生事業を転

換し、変革する力を秘められていると思われる。 

外国人の存在に無関心な人びとが多い中で、外国人支援に関わろうとする日本人は貴

重な人的資源である。ところが、その活動自体が既存の日本人と外国人の非対称な力関

係を再生産し、マイノリティのエンパワメントをはばんでしまう要因にもなっていると

いう指摘もある。これは、みえていなかった部分に光を当てると同時に、マジョリティ

側の思考を根本的に転換するという、きわめて大きな課題を提示するものである。 
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４ 日本の教育における多文化共生――マジョリティへの教育 

 

前章の終わりの節の議論を敷衍して、多文化共生がマジョリティ（日本人）に何を投げ

かけているか、を考察したい。２で検討したように、カナダ、オーストラリア、米国の「古

典的移民国家」はもちろんのこと、「新興移民国家」においても、多文化主義教育は大きな

テーマとなっている。マイノリティの教育のために多言語教育を含む念入りなサポートが

用意されているのであるが、そればかりではなく、マジョリティの子どもたちが多言語・

多文化に触れて,自らの社会の多文化化を理解することにも力が注がれているのである。 

なお、マジョリティ向け多文化共生を考えるために、日本におけるセンシティブな多文

化共生の課題としてアイヌに関する教科書の記述を検討し、初等・中等の多文化共生教育

の普及を促すためにその現況と理念を検討し、あわせてさらに大学院教育での多文化共生

プログラムを検討した。 

 

(1) 新たな人の受け入れと人権 

 外国人の受け入れの政策に大きな転換があったのは、平成元(1989)年の入管法改正後

である。このとき日系人7には入国、滞在が容易となり、職種を問わず日本国内での就

労が認められるようになった。また平成５(1993)年からは技能実習制度が開始され、一

定の制限内で外国人が研修・実習として働くことが認められている（現在最長３年まで）。

ただし実習生は実習期間終了後は帰国しなくてはならない。日系人は、リーマンショッ

ク後の平成2１(2009)年頃から人数は減少しているが、残った人びとの多くは定住に向

かいつつある。 

 一方、農村などで深刻な「嫁不足」から、業者や地方行政機関を通じて国際結婚へと

活路をみいだすことが増加し、都市にも広がった。主にフィリピンなどから興行（エン

ターテイナー）ビザ発給を受けて入国する女性が多数あり、これらの女性たちの中で日

本に結婚・定着する人びとも都市中心に増えた。しかしエンターテイナー受け入れに関

しては、人権上の問題が指摘され、人身取引（トラフィッキング）の疑いがあるとの国

際社会からの批判が強いため、政府はビザ発給を大幅に抑制するにいたったが、この問

題への反省的な議論は日本国内では十分になされていない。 

 さらに平成 21（2009）年に始まった、経済連携協定（EPA）による看護師・介護士の

受け入れは、インドネシア・フィリピン・ベトナムから看護師・介護士候補生を迎える

というものである。これは、日本の看護師または介護福祉士試験に合格した場合に就労

ビザが与えられるという制度である。しかし日本人と同じ日本語による試験は難しく、

合格率は低い。制度の問題点のひとつはここにあり、対等性という原則からみても、い

ったん受け入れた人を不合格ゆえ退去させるという人権上の問題からみても、改善が必

要となるだろう。 

 

                                            
7 海外で国籍や永住権を取得した日本人とその子孫。定住ビザ取得の対象は３世と配偶者と未成年で未婚の子。現実に来

日したのは日系ブラジル人が多くを占める。 
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 (2) 外国人は「助けるべき」存在なのか 

 新しい外国人居住者のコミュニティが生まれた地域では、国際交流協会などが中心に

なり、外国人への日本語講座、交流の催し、行政案内サービスなどが行われるようにな

り、多言語のパンフレットなどが作成された。しかし、こうした個別の自治体による対

応はみられるものの、政府による統合政策は存在していなかった。ようやく「多文化共

生の推進に関する研究会」が総務省に設置され、その報告書が提出された（平成18(2006)

年、平成 19(2007)年、平成 24(2012)年）[17]。これらは概ね、地方自治体がその外国

人住民に対して、どのように支援するか、行政サービスを届けるか、という課題に対し

て指針を提供するものである。とりわけ平成 24 年度版は、東日本大震災後に外国人の

災害時の安全をどのように図るかという課題を扱っている。 

 こうした対応はもちろん重要であるが、言葉がよくわからない、適応に困難を感じて

いる外国人を助けるという姿勢が目に付く。善意に基づいているが、外国人と対等に向

き合い、彼らが何を必要としているか尋ね、日本人や日本社会のあり方を問い直すとい

う姿勢は欠けている。この考え方では、外国人にはもっぱら日本の生活に適応してもら

うことが主眼となり、文化的には同化を志向することになる。外国人はそれなりに意志

を持って、自分なりに日本社会の中で生きようとしている。すでに述べてきたように、

彼らと対等に話し合うことが大切で、マジョリティは、マイノリティの声を聞き、受け

止めることにより、自身も変わらなければならない。 

 

 (3) 社会科教育における多文化共生――アイヌの記述を通して考える 

 小・中・高校の社会科教科書における多文化共生に関する記述は、近年かなり充実し

てきているといえる。しかし、具体的にアイヌ民族をめぐっては、どうだろうか。以下

の報告では、平成６(1994)年度使用教科書、平成 12(2000)年度使用教科書と平成 22・

23(2010／2011)年度使用教科書を比較して、多文化共生に関する記述の変遷についてア

イヌを焦点におきながら、考察する。なお、平成 22 年度の中・高校の教科書は旧学習

指導要領、平成23年度の小学教科書は新指導要領によるものである。 

 調査した範囲では、平成６年度の教科書には「多文化共生」の記述はなかった。一方、

｢単一民族｣という文句は散見される。 

「厳密な意味で単一民族国家となっている国はないが、日本は単一民族国家にきわ

めて近い国といえる。国内では一つの言語ですみ、国民の行動様式も似ているので、

経済活動や教育活動がおこなわれやすい。それが日本経済を発展させた理由だとす

る考え方さえある。」［高校地理A］ 

「日本にはアイヌ民族や韓国・朝鮮などの人もいるが、それは少数で、日本民族が

大多数を占め、単一民族社会の様相を示している。日本語だけが通用し、伝統的な

日本文化、習俗はいまなお強い規制力を持って社会をおおっている。日本は、人種・

民族・言語・習俗などの面できわめて同質性の強い社会であるといえる。」［高校現

代社会］ 

 しかし、政治家などによる「単一民族国家」発言への批判が強まり、平成12(2000年
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度）の使用教科書では、単一民族の記述はなくなり、むしろ日本は単一民族国家ではな

いとする中・高の教科書が目立ち始めた。 

「日本は単一の民族からなる国ではなく、アイヌの人たちや、そのほかの民族の人

たちも暮らしている。ここでは、アイヌの人たちの生活や文化について考えてみよ

う。」［中学地理］ 

「アイヌ民族は独自の文化をもち、日本がむかしから単一民族でなかったことがよ

く理解できます。」［中学公民分野］ 

「単一の民族によって形成されている民族国家を単族（単一民族国家）というが、

現代世界には、純粋な単族国は存在しない。（註）単族国と証することで、現実に

存在する少数民族の問題をおおい隠す危険性をはらむ。日本においても、アイヌの

人たちや韓国・朝鮮系の人びとが居住し、社会を形成していることを忘れてはなら

ない。」［高校地理］ 

以上のように、長い間通念としてあって、今でも一部の人に主張される「単一民族国

家」論は平成12年度教科書では明確に否定されているが、「多文化共生(社会)」に関す

る記述は平成６年度と平成12年度使用の教科書で調べた範囲において登場しない。 

一方、平成22年度使用教科書では大きな変化が認められる。小・中・高の教科書54

冊（内４冊は小学社会の新指導要領による平成 23 年度のもの）を調査した結果、中・

高の教科書では「多文化」｢共生｣の用語が全般的に多くなっている。平成 23 年度の小

学社会科教科書の一冊には、コラムのタイトルに｢多文化共生社会を目ざして｣と銘打っ

て、川崎市の多文化共生学級の記述がある。つまり、平成 22 年度使用の小・中・高校

の教科書のすべてに「多文化」｢共生｣に関する記述が認められ、多文化共生に関する教

育が始まっているといえよう。 

以上のように、学校教育の現場では多文化共生への取組が開始されている。しかし、

気になることは、多文化共生の記述の対象とされるのが、在日外国人、コリアンなどが

多く、日本の先住民族であるアイヌに関連した記述では、｢共生｣が登場してこないこと

である。アイヌ民族に関連した「共生」は以下のような記述しかなかった。 

「アイヌの人たちの文化 

独自の生活文化は、北海道でも伝承されています。アイヌの人たちの民族文化がそ

れです。アイヌの人たちは、人間は自然の「利息」で生かされていると考え、自然

との共生を軸として生活を築いてきました。」 

上記の記述内容には何ら問題はないが、多文化共生社会に関連した、アイヌ民族に関

する記述はどの教科書にも見当たらない。在日外国人、コリアンや被差別部落民に関す

る詳細な情報があるのに対して、アイヌ民族がおかれている現状に関する情報はごく少

なく、日本における多文化共生の対象になっているのかどうかさえ、ほとんどの教科書

では明確にされていない。ある中学の地理分野の教科書には、多文化共生を教える上で

参考になると思われる、生徒に問題提起している文書がある。 

「「日本人」とは、どんな人のことでしょうか。日本で生まれ、日本語を話す人が

「日本人」でしょうか。北海道などには、もともと異なる言葉と文化を持つ先住民
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族であるアイヌの人たちが暮らしています。また在日韓国・朝鮮人の二世や三世の

人たちの中には、日本語を母国語として育ちながら、異なる民族意識を持つ人びと

も多くいます。」［中学地理分野］ 

 最後に、次の課題を指摘しておきたい。まずひとつに、日本は単一民族国家という解

釈を明確に否定し、日本には多くの外国人や異民族が共存しているという記述が平成22

年度使用教科書において大幅に増えていることは好ましいといえる。今後の課題として、

多文化共生は平成 22 年度使用の中学・高校教科書に多用される「国際化」とどのよう

に異なっているのかについての説明が欲しいところである。もうひとつは、アイヌ民族

に関する記述では依然として過去形が多く使われているので、知識の乏しい小・中・高

校の生徒には、かつて存在した人びとという印象を残してしまうのではないかと懸念さ

れる。いうまでもなく先住民族のアイヌの人びとも多文化共生社会の一翼を担っている。 

 

 (4) 初等・中等教育における多文化共生教育  

日本でこれまで行われてきた多文化共生政策は、一般的には、移住者の便宜を図り、

日本社会で不自由のないように暮らせる言語や知識の伝達を図るものが主であったが、

その趣旨は教育においても同様である。「学校教育を通じて外国人児童生徒に我が国の

社会の構成員として生活していくために必要となる日本語や知識・技能を習得させるこ

とが必要」[18]としてあり、そのために、国と地方自治体が分担しあって、指導内容・

方法の改善・充実を図り、学校における指導体制を構築し、外国人児童生徒の指導にあ

たる教員や支援員などの養成・確保などを行い、外国人児童生徒の進路指導や生徒指導

などの諸問題への対応を行うこととなっている。拠点校を作ったり、相談員を設けたり

することも視野に入っている。その中に、一点、「外国人児童生徒と共に学ぶことによ

り、日本人児童生徒にとっても、広い視野を持って異なる文化を持つ人びとと共に生き

ていこうとする態度などが育まれること」[18]とマジョリティの児童生徒に与えるよい

影響について述べられているが、そのために何か方策がとられるわけではなく、単に、

外国人の児童生徒の存在がマジョリティの児童生徒にもよい影響を与えることが期待

されているだけのようにみえる。 

同検討会の後にも、「定住外国人の子どもの教育等の関する政策懇談会」が設置され、

「虹の架け橋」教室が開催されているが、いずれもそれら活動の中には、すべての児童

生徒のための多文化共生教育は視野に入っていない。 

主として総合教育のプログラムのひとつの選択肢として国際理解教育が行われたこ

とがあったが、現在は総合教育に以前ほどの勢いがないのは残念である。グローバル時

代にあって、マジョリティは固定したものではなく、日本人児童生徒も将来において、

海外に出かけてマイノリティとなってしまうこともある。日本の中においても外国人が

マジョリティである会社に就職しないとも限らない。児童生徒が、地球市民として生活

習慣や言語の違う人びとと共に暮らすことについて、ある程度の理解を得、想像力を養

うことは重要である。文化の異なる人びととも接し、暮らして行くことができる初歩的

な手ほどきをするのは、多文化共生教育の重要な役割であり、それがグローバルな環境
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で生き抜く力をつけるのである。 

一方で政府は、グローバル時代に対応すべく、主として大学以上のレベルにおいてさ

まざまなグローバル人材養成の事業を開始しているのだが、それらが、初等・中等教育

の多文化共生教育と連携することによって、より効果的にグローバル人材を開拓するこ

とになるはずである。グローバル人材とは、単に外国語ができるということだけではな

く、文化・言語の異なる人びとの間で、周囲にさまざまな配慮を図りながらコミュニケ

ーションをとりつつ、人びとのリーダーとなることができるような人材である。そのた

めには、人種・文化に対する偏見を取り除く必要がある。 

多文化共生教育は、いくつものカリキュラムが開発され、提案されておりながら8、

未だ正式に初等中等教育の中に取り入れられた経緯がない。一部の自治体では取り組み

が行われている[19][20]ものの、多くは個別の教員が、社会科や地歴学科のカリキュラ

ムの中で、あるいはその他の教科の中で試行しているものに限られる。これまで正課と

なったことのないテーマであるので、指導する教員もとまどっている場合が多々ある。

是非とも、多文化共生教育の必要性を認識して、教員養成の段階でもこれをカリキュラ

ム化して、全児童生徒に多文化共生教育を普及するべきである。 

  

 (5) リーディング大学院の多文化共生プログラム 

 平成 24(2012)年から始まったリーディング大学院の事業に平成 25(2013)年から新た

に複合領域型（多文化共生社会）というカテゴリーが設けられた。 

平成25年に開始したのは、金沢大学の「文化資源マネジャー養成プログラム」、大阪

大学の「未来共生イノベーター博士課程プログラム」、同志社大学の「グローバル・リ

ソース・マネジメント」である。これらプログラムにおいては、一部国内の多文化共生

に資するべきコンセプトが導入されている一方で、力が入っているのは、大学院生自身

の異文化体験を後押しすることのようだ。海外で開催されるセミナーや短期留学プログ

ラム、院生自身の計画する海外でのフィールドワーク、インターンシップなどの個別の

体験が重視されているように思える。一見、国内の多文化共生と直接に結びつくのか疑

問が持たれるところであるが、豊富な異文化体験をし、文化の違いに理解を持つリーダ

ーたちを養成することは、多文化に寛容な理解を持つ社会を作ることに必ず役立つはず

である。これらの教育活動を通して、やがて世界大規模での多文化共生の課題に取り組

む人材を育てるといった壮大な構想であるとみた。今後のリーディング大学院プログラ

ムの事業により、多文化共生の理念を追究するリーダーがやがて育つことに期待したい。 

                                            
8 異文化を学ぶとっかかりとして、3F（Food, Fashion, Festival）が取り上げられることが多いが、この方針は、最初

の入り口としては推奨されても、文化本質主義に陥りやすいので、マジョリティの特権性の脱構築を行い、それを自覚で

きるようになるような授業が望ましい。 
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５ 提言 

 

多文化共生を国民的課題として考えることの必要性を強く訴えたい。多文化共生を正面

から包括的に取り上げる政府の部局を作るか、関係部局を横断的につなぐしくみを設け、

その時々の場当たり的な多文化共生政策ではなく、包括的な多文化共生政策を作るべきで

ある。さらに以下の具体的な政策を提言する。 

 

 (1) すべての子どもがもれなく就園・就学するためのしくみ作りのための調査 

多文化的背景を持つ子どもの中には、外国籍の子どもだけでなく、国際結婚などによ

る親の一方が他国籍などの複数のルーツを持つ子どもや、海外長期滞在経験の子どもも

含まれる。これらすべての子が就園・就学できるしくみを作るために、まずは全国的な

調査を実施することが必要である。 

 

 (2) 多文化的背景を持つ子どもへの教育に配慮すること 

日本語教育および母語（継承言語）教育をはじめ、交錯する複数文化の環境を生きる

子どもの人格、アイデンティティ、諸能力の発達のために必要な保育・教育が受けられ

るようなしくみ作りを進める。 

 

 (3) 外国人学校への物的・人的支援を進めること 

日本語教育および母語（継承語）教育への支援、地域の就学前施設および諸学校との

連携への支援を行う。 

 

 (4) 外国籍の生徒の高校・大学への入学試験への対応を進めること 

特別枠や特別配慮を拡充する。 

 

 (5) 全児童生徒を対象とした多文化共生教育を行うこと 

多文化共生の現状と理念を推進するプログラムをすべての教育現場で実施できるよ

うにし、国民すべてが、多文化共生を理解できるようにすること。小学校の生活科、中

学校の社会科、高校の地歴科・公民科といった枠組みでの、教科書・副読本による教育

課程も重要であるが、教科枠にとらわれない取り上げ方、教え方も推進すべきである。

そのために、教員養成課程で多文化共生を取り上げる必要がある。 

 

 (6) 多文化共生政策へ担い手としてのマイノリティの人びとの参加を推進すること 

マイノリティの人びとを多文化共生政策の担い手の一翼と捉えることにより、教員や

公務員として登用し、マイノリティの本当に欲している多文化共生政策の実現を図る。 
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＜参考資料１＞審議経過 

 

２１期 

平成２１年 

 １月７日     多文化共生分科会（第１回） 

     役員決定後、活動方針について意見交換をした。 

２月22日     多文化共生分科会（第２回） 

     取り上げるべき課題について討論を行った。 

４月19日     多文化共生分科会（第３回） 

     論点整理とシンポジウム計画を練った。 

６月13日     多文化共生分科会（第４回） 

     次回以降の計画、AASSREC分科会と共催のシンポジウム 

 10月 18日    多文化共生分科会（第５回） 

     竹沢泰子委員による報告が行われた。 

 12月 15日    多文化共生分科会（第６回） 

     佐々木利和氏（民族学博物館教授）へのヒアリングを行った。 

 

平成２２年 

 ２月15日    多文化共生分科会（第７回） 

     趙衛国氏の報告が行われた。 

 ４月26日    多文化共生分科会（第８回） 

     宮島喬委員による発表、シンポジウムについて。 

 ７月19日    多文化共生分科会（第９回） 

     シンポジウムの内容の討議を行った。 

 ９月23日    多文化共生分科会（第１０回） 

     シンポジウムの詳細を決定した。 

 10月 30日    多文化共生分科会（第１１回） 

     シンポジウムの打ち合わせ、報告/提言の内容についての討論。 

 

平成２３年 

 ３月18日    多文化共生分科会の計画・震災のため中止。 

 ６月20日    多文化共生分科会（第１２回） 

     報告/提言については、次の期に申し送りして出すこととした。 

 ７月17日    多文化共生分科会（第１３回） 

     ソン ウォンソク氏（中央大学講師）へのヒアリングを行った。 
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２２期 

平成２３年 

 12月 26日    多文化共生分科会（第１回） 

     役員決定、21期多文化共生分科会の活動の継承を承認、提言ない 

     しは報告の作成を決定。 

 

平成２４年 

 ４月30日    多文化共生分科会（第２回） 

     大村昌枝氏（公益財団法人 宮城県国際化協会・参事兼企画事業課 

     長）へのヒアリング「東日本大震災被災外国人支援事業について」 

     を行った。シンポジウムの計画について意見交換を行った。 

 ７月８日     多文化共生分科会（第３回） 

      提言もしくは報告の概要について討論を行った。 

 12月 13日 多文化共生分科会（第４回） 

      提言もしくは報告の概要について討論を行った。 

 

平成２５年 

 ７月１日 多文化共生分科会（第５回） 

     浅井亜紀子氏（桜美林大学准教授）へのヒアリング「外国人看 

     護師･介護士候補生について」を行った。 

 ９月30日 多文化共生分科会（第６回） 

      鏡味治也氏（金沢大学大学院教授）、志水宏吉（大阪大学大学院 

      教授）、内藤正典（同志社大学大学院教授）へのヒアリング「博 

      士課程教育リーディングプログラム複合領域型（多文化共生社 

      会）の教育について」を行った。 

 12月８日 多文化共生分科会（第７回） 

      学術フォーラムの打ち合わせと報告・提言の枠組について審議。 

 12月26日 多文化共生分科会（第８回） 

      森茂岳雄氏（中央大学教授）へのヒアリング「初等・中等教育に 

      おける多文化共生教育の現状と将来」を行った。報告の草稿につ 

      いて、審議を行い承認し、細部については委員長一任とした。 

 

平成２６年 

 ４月26日  地域研究委員会（第６回） 

      委員会での査読結果を踏まえて、同提言を審議・承認。 

○月○日 日本学術会議幹事会（第○回） 

 地域研究委員会多文化共生分科会提言「教育における多文化共 

 生」について承認。 
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＜参考資料２＞シンポジウム記録 

 

（１）（21期）平成２１年６月１３日 １３：００～１７：００ 於日本学術会議講堂 

公開講演会「グローバル化する世界における多文化主義：日本からの視点」 

主催：日本学術会議 

 
（２）（21期）平成２２年１０月３０日１３：３０～１７：００ 於日本学術会議講堂 

公開シンポジウム「教育のなかの多文化共生」 

主催：日本学術会議地域研究委員会多文化共生分科会 

 

（３）平成２５年１２月８日(水) １３：００～１７：００ 於日本学術会議講堂 

学術フォーラム「多文化共生社会の現在と在日外国籍女性」 

主催：日本学術会議社会学委員会ジェンダー研究分科会・複合領域ジェンダー分科 

会・地域研究委員会多文化共生分科会・歴史学委員会歴史学とジェンダー分科会・ 

法学委員会ジェンダー法学分科会 

 

挨拶 上野千鶴子（日本学術会議第一部会員） 

司会・趣旨説明 窪田幸子（日本学術会議連携会員・神戸大学教授） 

 報告１ 鄭暎惠（大妻女子大学教授） 

  「３・１１以降の日本で、外国籍女性として生きること」 

 報告２ 大村昌枝（宮城県国際化協会企画事務課長） 

      「外国人散在地域の多文化共生を支える女性たち」 

 報告３ イシカワ エウニセ アケミ（静岡文化芸術大学准教授） 

  「外国籍女性の就労と格差 

 ―子育てをしながら働くブラジル人女性の事例」 

 報告４ 嘉本伊都子（京都女子大学教授） 

  「結婚移住女性と多文化共生―ハーグ条約締結を視野に入れて―」 

 コメント 伊藤るり（日本学術会議連携会員・一橋大学大学院教授） 

      塩原良和（慶應義塾大学准教授） 

 総合討論 

閉会挨拶 山本眞鳥（日本学術会議第一部会員・法政大学教授） 
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＜参考資料３＞統計資料 

 

図１ 在留外国人（登録外国人）の数の推移（毎年末現在） 

社会実情データ図録(http://www2.ttcn.ne.jp/honkawa)より抜粋 
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表１ 海外在留邦人数（平成２～23年）（抄） 

総務省統計局ページ（http://www.stat.go.jp/）より抜粋 
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図２ 先進国全体の移民人口比率の推移 

社会実情データ図録(http://www2.ttcn.ne.jp/honkawa)より抜粋 
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図３ 国際結婚の動き 

社会実情データ図録(http://www2.ttcn.ne.jp/honkawa)より抜粋
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図４ 日本語指導が必要な外国人生徒数 

文部科学省『「日本語指導が必要な児童生徒の受け入れ状況等に関する調査(平成24年

度)」の結果について」』より抜粋 
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図５ 日本語指導が必要な日本国籍の児童生徒数 

文部科学省『「日本語指導が必要な児童生徒の受け入れ状況等に関する調査(平成24年

度)」の結果について」』より抜粋 

 

 

 

図６ 日本語指導が必要な外国人児童が在籍する学校数 

文部科学省『「日本語指導が必要な児童生徒の受け入れ状況等に関する調査(平成24年

度)」の結果について」』より抜粋 

 


